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１ 今期の事業方針 

先期から開始した電力販売事業（自己託送代行サービス付き小売供給）は、柏崎市が所有す

る再エネ設備が稼働されたことや、新たな自社電源の開発が進んでいることから、この進捗に

合わせて供給先を拡大する。また、来期に向けた動きとして、公共施設に限らず、地域の民間

企業による再生可能エネルギー導入を促進するため、民間企業向け再生可能エネルギー供給プ

ランやＰＰＡ等の再生可能エネルギー設備を設置するサービスを検討し、営業活動を開始す

る。さらに、市と連携し、来期以降の再生可能エネルギーを活用した自社電源確保のため、電

源開発事業も継続して行う。 

 

⑴ 電力販売事業 

○電力供給スキーム 

・市公共施設への電力は、市所有の太陽光設備を活用した自己託送と、当社が調達した電力

を供給する。 

・民間施設への電力は、令和５（２０２３）年度に整備した太陽光及び蓄電池からの電力も

活用しながら、ＣＯ２フリープランなど付加価値型の電力を供給し、地域の脱炭素に貢献

する。 

 

 

〇供給対象施設 

令和５（２０２３）年度導入の大型蓄電池が系統接続の制約を１年間受けることとなった

ため、蓄電池の本来の容量を使うことができなくなった。これを受け、太陽光電力の余剰を

抑えるため、当初の計画よりも供給量を増やすこととする。 

なお、容量拠出金の負担が懸念されたが、小売価格のベンチマーク先ともいえる東北電力

の電気料金引上げ決定により、利益率を確保しつつ吸収することも可能となった。 
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〇供給方法 

市公共施設への電力は、市所有の太陽光設備を活用した自己託送と、当社が調達した電力

を供給する小売供給に分かれる。 

 

〇販売価格の設定 

・当社の電力販売は、自己託送代行サービス付きの小売供給となる。小売供給の販売価格は

「電源調達費＋託送費＋手数料等」を、自己託送代行サービスの販売価格は「運用管理費

＋託送料＋手数料等」をそれぞれ加味し、施設ごとに契約単価（基本料金と従量料金）を

算定する。電気料金は、kWh 当たりの単価を小売供給でも自己託送でも同額になるように

設定する。 

・料金水準は、引上げ後の東北電力の電気料金と比較したときに、全体で８％程度削減され

る価格に設定する。 

・当社は、調達実績に合わせた独自調整費を採用するものとする。この独自調整費は調達費

用の変動により上下するのに対し、東北電力の燃料調整費は燃料調達費用の変動により上

下するため、そのタイムラグによって東北電力の価格より高くなる局面があり得る。 

 

〇調達計画 

・市が整備した太陽光発電２か所からの自己託送代行サービス、令和５（２０２３）年度に

整備した自社電源、民間発電事業者バックアップ電源、ＪＥＰＸスポット市場動向を見極

めて計画を精緻化している。 

 

・民間向けのＣＯ２フリープランは令和７（２０２５）年度からの供給開始とし、令和６

（２０２４）年度は供給先となる顧客の事前申込みを受け付ける。申込量に応じて令和６

（２０２４）年度中に固定価格の電源を用意し、安定した価格での供給を目指す。 

 

種　別 契約電力(㎾) 年間供給量(㎾h) 負荷率

Ｒ５ ３８施設 高圧の公共施設 3,047 4,004,646 16%

Ｒ６ １４施設
高圧の公共２施設
指定管理10施設

民間２施設
2,365 5,670,037 27%

合計 ５２施設
高圧の公共40施設
指定管理10施設

民間2施設
5,412 9,674,683 21%

供給施設数
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⑵ 電源開発事業 

先期に引き続き、経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー構造高度化・転換理解促進事

業費補助金」の民間連携枠（最大１０億円）を活用して、太陽光発電とともにできるだけ多

くの蓄電池を導入する。 

   
                                    （税抜き） 

 

○蓄電池導入事業 

・連携蓄電池メーカー：住友電気工業株式会社（連携協定に基づき決定） 

・蓄電池の容量：１０００kW×８h 

・設置場所： 北条南小学校跡地 

・費用：本体費及び工事費 ８０５，０００千円 

・設置予定：令和７（２０２５）年２月 

 

○太陽光発電導入事業 

・設計施工会社：エコカーボン株式会社（プロポーザルにて選定） 

・ＰＣＳ容量：５００kW 

・設置場所：北条南小学校跡地 

・費用：本体費及び工事費 １５５，０００千円  

・設置予定：令和７（２０２５）年２月 

 

○ＰＰＡ設備導入事業 

・施工会社：エコカーボン株式会社（入札にて選定） 

・ＰＣＳ容量：６７．８６kW 

・蓄電池の容量：４５kWh 

・設置場所：荒浜小学校 

・費用：本体費及び工事費 ５６，４００千円  

・竣
しゅん

工予定：令和７（２０２５）年２月 

 

○地域貢献事業・理解促進事業 

・太陽光発電導入事業を通して、地域貢献につながる事業を実施する。 

・市が整備した太陽光発電所や当社の太陽光・蓄電池設備を活用した、脱炭素エネルギーの

理解促進事業を実施する。 

 

２ 組織・業務委託計画 

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

容量 1000kW×8ｈ 1000kW×8ｈ 1000kW×8ｈ 1000kW×6ｈ 1000kW×6ｈ

予算 8億円 8.1億円 8.1億円 6〜7億円 6〜7億円

場所 自然環境浄化センター 北条南小学校跡地 調査後に決定 調査後に決定 調査後に決定

容量 500kW 500kW 500kW 2000kW 2000kW

予算 1.1億円 1.9億円 1.9億円 3～4億円 3～4億円

場所 安政町緊急資材置場 北条南小学校跡地 調査後に決定 調査後に決定 調査後に決定

　施工年度

蓄電池

太陽光
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⑴ 組織構成 

令和６（２０２４）年度の組織体制は、以下のとおりとする。日常的な業務については代

表取締役が執行し、重要事項については株主総会で決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 業務委託計画 

○電力販売及び電源開発の事業立ち上げに必要な業務、経営、経理、会計、総務など会社運

営に必要な業務並びに電源開発に係る支援業務をパシフィックパワー株式会社に委託す

る。 

○令和６（２０２４）年度の電源開発事業のうち、蓄電池の導入に係る設計及び施工業務を

住友電気工業株式会社に委託する。 

○令和６（２０２４）年度の電源開発事業のうち、太陽光発電導入に係る設計及び施工業務

並びにＰＰＡ設備導入に係る施工業務を、エコカーボン株式会社に委託する。 

 

３ 収入計画 

供給先は、これまでの３８施設に１４施設を加えた５２施設の想定とした。 

収入項目   金額（千円） 備考 

電力販売事業 

電気料金（基本＋従量） 287,890 需要高 5,412kW 

独自調整費 58,776  

再エネ賦課金 34,188  

収入合計   380,854   

  （税抜き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

株主総会 

代表取締役社長 

櫻井 雅浩 

代表取締役 

大野 晃司 

取締役 

西巻 康之 

山本 剛 

監査役 

大湊 亮 
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４ 支出計画 

支出の計画は、以下のとおり電力販売事業、電源開発事業及び販管費に係る支出に分かれ

る。 

支出項目   金額（千円） 備考 

電力販売事業 319,233   

 電源調達費用 182,550  

 託送料金 55,963  

 系統用蓄電池託送料金 1,360  

 託送料発電側課金 2,701  

 容量拠出金 19,490  

 再エネ賦課金納付金 30,377 
自己託送による削減分

含む 

 需給管理・顧客管理システム料 3,600  

 自己託送対応費用 3,600  

 包括委託費 19,592  

電源開発事業 6,000  

 
電源開発に係る補助申請及び発注

支援業務委託費用   
6,000  

一般管理費 27,936  

 税理士 1,200  

 諸経費 3,600  

 引当金 23,136  

支出合計   353,169   

（税抜き） 
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５ 損益計画 

第４期事業計画 損益計画 

（令和６（２０２４）年４月１日～令和７（２０２５）年３月３１日） 

項目 金額(千円) 

売上   380,854 

売上原価 電力販売事業 319,233 

  電源開発事業 6,000 

売上総利益   55,621 

販売費及び一般管理費   27,936 

営業利益   27,685 

営業外損失（利息）   1,314 

経常利益   26,371 

特別利益   935,550 

特別損失（固定資産圧縮損）   935,550 

税引前当期純利益   26,371 

法人税等   7,916 

当期純利益   18,455 

                                           （税抜き） 

  

６ 資金繰・資金調達計画 

  電源開発事業にて設置を予定している太陽光と蓄電池については、今期着手する設備投資の

支払時には概算払の活用を前提として、野立て太陽光及びＰＰＡの導入時には４割の契約時着

手金の一部を、他の残金についても完了時の支払には概算払の活用を行う。 

そのため、借入れについては、概算払の対象外となる費用及び消費税分の資金調達を行い、

合計２１０，９３２千円ほどを見込む。また、先期から着手している同事業の完了払が今期に

発生する。支払残額は、自然環境浄化センターに設置する蓄電池の費用が１４６，０００千円、
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安政町緊急資材置場に設置する太陽光発電の費用が５０，０００千円となり、このうち蓄電池

の設置に必要となる費用及び消費税分である１６０，６００千円の資金調達を行う。いずれの

借入れについても、補助金の残額が支払われ次第速やかに返済に充てる予定である。 

 

第４期事業計画 資金繰計画 

（令和６（２０２４）年４月１日～令和７（２０２５）年３月３１日）単位：千円 

 

                               （税抜き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024年4月 2024年5月 2024年6月 2024年7月 2024年8月 2024年9月 2024年10月 2024年11月 2024年12月 2025年1月 2025年2月 2025年3月
67,778 68,092 75,682 29,893 58,579 56,329 57,720 59,636 64,596 73,849 75,152 1,127,600

電気料金 11,000 31,144 30,045 35,930 40,104 36,937 38,634 32,218 33,283 36,435 36,871 36,342
補助金 0 0 0 15,380 98,560 0 0 0 146,000 0 842,692 0
消費税還付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
収入計 11,000 31,144 30,045 51,310 138,664 36,937 38,634 32,218 179,283 36,435 879,563 36,342
電気事業費用 7,247 14,887 16,517 18,379 27,865 30,638 31,442 18,895 19,371 30,403 30,902 30,513
納付金（税抜） 514 453 2,052 1,980 2,368 2,643 2,434 2,546 2,123 2,193 2,401 2,430
その他 1,045 385 385 385 385 385 385 385 385 385 385 385
設備維持管理費 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880 1,881
固定資産税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
委託費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
設備投資 0 0 55,000 0 108,416 0 160,600 0 0 0 0 1,053,624
支払利息 0 0 0 0 0 0 334 334 29 28 464 459
法人税等 0 5,949 0 0 0 0 0 2,975 0 0 0 0
支出計 10,686 23,554 75,834 22,624 140,914 35,546 197,075 27,015 23,788 34,889 36,032 1,089,292

0 0 0 0 0 0 160,600 0 0 0 210,932 0
0 0 0 0 0 0 243 243 146,242 243 2,015 2,015
0 0 0 0 0 0 160,357 160,114 13,872 13,629 222,546 220,531

68,092 75,682 29,893 58,579 56,329 57,720 59,636 64,596 73,849 75,152 1,127,600 72,635
借入残額
月末残高

月初残高
収入

支出

借入額
返済額
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令和５（２０２３）事業年度 

決算に関する書類 
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第 ３ 期 事 業 報 告 書 

（令和５（２０２３）年４月１日から令和６（２０２４）年３月３１日まで） 

 

１ 会社の現況に関する重要な事項 

⑴ 事業の経過及び成果 

【全般の状況】 

当社は、再生可能エネルギーの調達拡大と、それに合わせた電力小売事業による供給先拡

大により、柏崎市が将来的には再生可能エネルギーの拠点となることを目的として、柏崎市

と民間企業の共同出資により令和４（２０２２）年３月３０日に設立されました。 

現在、ウクライナ情勢や中東情勢の緊迫化などの地政学リスクや加速する円安進行、物価

上昇など、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。一方で、エネルギー

業界に限れば、一時期の燃料費の大幅な高騰や、それに伴う国内の電気代の一斉値上げとい

った混乱状態は、一旦落ち着きを見せています。このような環境の中で、当期は先期に続き

事業開始に向けた活動を展開し、自社電源の開発を進めるとともに、５月からは柏崎市の公

共施設３７施設向けに電力販売を開始しました。 

これにより、第３期決算は、電力販売による収入と余剰電力の卸売料金である売上高が 

１３８，６０５，２９５円、売上総利益が４１，３８４，８８１円、税引前当期純利益が 

２４，８３１，９５９円 となりました。 

 
 

【供給先の契約量と販売電力量】 

電力販売事業は、当社が日本卸電力取引所（ＪＥＰＸ）や相対契約の電源から調達した電

力を販売する系統供給（５月開始）及び鯨波と西長鳥に市が所有する太陽光発電設備で発電

された電力を活用した自己託送（８月開始）の二つの方法で市の公共施設へ電力供給を行っ

ています。電力販売事業の３月末時点における契約数は３８施設、契約電力は３，０４７kW

となりました。期間中の電力販売量は、年間で合計４，００４，６４６kWhとなりました。ま

た、この電力販売により、対象施設の電気代は、東北電力の標準的なメニューと比較して、

９，５４５，２９７円（６．５％）の削減につながりました。 

 

売上高 0 - 138,605,295 100.0%
売上総利益 0 - 41,384,881 29.86%
営業利益 ▲4,291,775 - 21,121,726 15.24%
経常利益 ▲4,291,548 - 24,831,959 17.92%
税引前当期利益 ▲4,291,548 - 24,831,959 17.92%

第2期 第3期

2023年4月 2023年5月 2023年6月 2023年7月 2023年8月 2023年9月 2023年10月 2023年11月 2023年12月 2024年1月 2024年2月 2024年3月
契約電力 計(㎾) 0 2,961 2,966 2,955 3,097 3,114 3,274 3,274 3,268 3,243 3,263 3,047
系統供給 2,961 2,966 2,955 2,465 2,586 2,747 2,823 2,937 2,998 3,068 2,931
自己託送 0 0 0 632 528 527 451 331 245 195 116 合計
供給量 計(㎾h) 0 276,199 370,944 430,144 351,648 411,996 303,583 330,096 371,166 398,590 391,738 368,542 4,004,646
系統供給 276,199 370,944 430,144 231,666 289,514 200,236 254,314 316,789 355,267 332,861 289,235 3,347,169
自己託送 0 0 0 119,982 122,482 103,347 75,782 54,377 43,323 58,877 79,307 657,477

電気料金（円） 0 10,733,179 13,994,774 13,516,283 11,749,612 13,997,473 11,497,878 11,443,826 12,658,374 12,583,850 12,373,652 12,355,711 136,904,612
東北電力標準料金（円） 0 12,575,494 14,613,904 15,761,443 13,474,729 14,558,730 11,477,361 11,731,929 12,781,741 13,392,588 13,231,759 12,850,231 146,449,909
削減額（円） 0 1,842,315 619,130 2,245,160 1,725,117 561,257 -20,517 288,103 123,367 808,738 858,107 494,520 9,545,297
削減額（％） 0 14.7% 4.2% 14.2% 12.8% 3.9% -0.2% 2.5% 1.0% 6.0% 6.5% 3.8% 6.5%

15



【電源開発事業の状況】 

電源開発事業においては、令和６（２０２４）年度稼働予定の電源として、経済産業省資

源エネルギー庁「エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金」（以下「国補助金」と

いう。）を活用し、自然環境浄化センターに蓄電池（蓄電容量：８，０００kWh、事業費：約８

億円、連携事業者：住友電気工業株式会社）の設置を進めております。本蓄電池については、

令和６（２０２４）年中に東北電力ネットワークによる系統接続完了後、一部を稼働する予

定であります。 

また、安政町緊急資材置場の太陽光発電設備（発電規模：５５６kW、事業費：約１．１億

円）の設置については、３月下旬の工事完了を予定しておりましたが、支障物対策工事及び

産業廃棄物処理が追加で必要となったため、工事期間を延伸し、６月下旬に完了しておりま

す。 

さらに、令和７（２０２５）年度稼働予定の電源についても、令和５（２０２３）年度と同

様に国補助金を活用した設置を前提に、整備・検討を進めております。令和６（２０２４）

年度は、令和５（２０２３）年度と同規模の蓄電池と太陽光発電設備を自社電源として北条

南小学校跡地に設置いたします。 

また、令和５（２０２３）年度の国補助金を活用した事業として、ＰＰＡスキームによる

荒浜小学校への太陽光発電設備を設置するための設計を行いました。こちらはＰＰＡスキー

ムによる電源として、令和６（２０２４）年度の設置完了を予定しております。 

 

【売上高と売上原価】 

当期の売上高は、系統供給と自己託送を合わせた電力販売事業の収入として１３６，９０

４，６１２円、余剰電力の市場への売り戻しである電力卸売による収入１，７００，６８３

円の合計１３８，６０５，２９５円となりました。 

売上原価は合計９７，２２０，４１４円となりました。内訳は、託送料が２８，９１８，０

３０円（２０．８６％）、調達費が４７，９７５，９８２円（３４．６１％）、再生可能エネル

ギー納付金が４，２６０，０６９円（３．０７％）、業務委託費等を含む電気事業間接原価が

１３，６９９，０２８円（９．８８％）、外注費が２，３２０，４００円（１．６７％）、減価

償却費が４６，９０５円（０．０３％）となっています。売上総利益は４１，３８４，８８１

円（２９．８６％）となりました。 

 

電力販売事業収入 136,904,612 98.77%

電力卸売収入 1,700,683 1.23%

合計 138,605,295 100.00%

託送料 28,918,030 20.86%

調達費 47,975,982 34.61%

再生可能エネルギー納付金 4,260,069 3.07%

電気事業間接原価 13,699,028 9.88%

外注費 2,320,400 1.67%

減価償却費 46,905 0.03%

合計 97,220,414 70.14%

41,384,881 29.86%

単位：円

第3期

売上総利益

売上高

売上原価
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【販売費及び一般管理費と営業利益】 

販売費及び一般管理費は、荒浜小学校へ設置するＰＰＡ太陽光の設計費用（７，７４０，

０００円）、エネルギー設備導入のための検討支援業務費用（１０，０００，０００円）、自

己託送電源の修繕費用（６０１，８００円）、自然環境浄化センターの地代家賃（１９８，３

６０円）などを含む総額２０，２６３，１５５円を計上しております。売上総利益から差し

引いた営業利益は、２１，１２１，７２６円となりました。 

 

【営業外収益及び営業外費用】 

営業外収益は、受取利息のほかに、原子力立地給付金（２，０４２，４９６円）等を含む雑

収入との合計で３，７１０，２３３円となりました。これを営業利益に加えた経常利益は、

２４，８３１，９５９円となりました。 

 

【税引前当期純利益及び当期純利益】 

法人税、住民税及び事業税６，１１５，７４９円等を計上し、当期純利益は、１９，１５

０，２１０円となりました。 

 

【配当】 

当社は、利益を再エネ導入に向けたプロジェクトに再投資することで、地域の脱炭素化に

貢献することを事業目的としていることから、配当を行いません。 

 

⑵ 資金調達の状況 

設備投資に必要な費用については、金融機関からの借入れは行わず、補助金の概算額を事

前に交付を受けながら支払を行っております。 

 

⑶ 設備投資の状況 

令和５（２０２３）年度は、下表のとおり設備導入に向けた投資を行っております。 

 

なお、本設備の資産計上は、令和６（２０２４）年度の稼働と同時に行います。 

 

⑷ 対処すべき課題･施策 

ア 収益性の確保と将来リスクへの対応 

高騰が継続したＪＥＰＸにおける市場価格は、平均すると落ち着きを取り戻してきてい

ますが、再エネ拡大の影響もあり、１日における時間単位では大きく乱高下しております。

また、地球温暖化の進行により異常気象等の頻度や強度が増加している状況において、想定

を超える暑さが電力需要を極端に高めることも予想されます。そのため、引き続き新規の需

給契約を行う際には、売価・販売量の最適化、電源構成の見直しなど、慎重に検討を行いな

がら進めてまいります。 

エネルギー設備 設置場所 総工費 うち支払済み費用

蓄電池 自然環境浄化センター 800,000千円 654,000千円

太陽光発電所 安政町緊急資材置場 113,000千円 63,000千円
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一方で、地域の脱炭素化を進めることも当社の使命であるため、これまでの公共施設に

絞った供給だけでなく、地域の民間企業を対象に再生可能エネルギーを供給できる体制を

早期に整えてまいります。 

イ 容量市場への対応 

電力市場の制度は、継続的に改善が行われてきており、業界全体の一段の健全性向上の

一環として、令和６（２０２４）年度から新たに発電設備の維持・更新を適切に行うため

に必要な「容量市場」が導入されます。これは、長期的な電力の安定供給を維持していく

ために必要な制度となります。 

一方で、当社のような小売電気事業者にとっては相応な負担を担うことを通じて売上原

価は増加することとなります。そのため、この負担の一部を供給先であるお客様に負担い

ただくなど、利益確保に向けた契約価格の見直しなどを行います。 

ウ 電源開発事業の推進 

当社の事業目的を果たしていくためには、再生可能エネルギーの導入が不可欠であるこ

とから、補助事業を活用した設立時の導入計画を着実に進めていくことが必要です。しか

し、こうした設備設置は、資材の調達遅れや系統接続に時間を要するなど、稼働までに長

期化する傾向にあります。そのため、一つ一つの開発案件について、関係者と綿密に連携

しながら現実的かつ緻密なスケジュールを立てて進めてまいります。 

 

⑸ 直近事業年度の財産及び損益の状況 

                                   単位：円 

 第２期 第３期 

売上高 0 138,605,295 

経常利益 0 24,831,959 

当期純利益 ▲4,471,548 19,150,210 

1 株当たりの当期純利益 ▲7,452 円 58 銭 31,917 円 01 銭 

総資産 29,021,870 905,289,408 

純資産 25,513,552 44,663,762 

1 株当たりの純資産 42,522 円 58 銭 74,439 円 60 銭 

 

⑹ 主要な事業内容 

・電力販売事業及びその仲介・取次事業  

・発電事業 

・エネルギー関連事業 

・新事業やまちづくりなど地域振興に関する事業 

 

⑺ 主要な事業所（令和６（２０２４）年３月３１日現在） 

名 称 所在地 

本 社 新潟県柏崎市日石町 2番 1号 
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⑻ 従業員の状況（令和６（２０２４）年３月３１日現在） 

雇用していません。 

 

⑼ 重要な親会社及び子会社の状況 

ア 重要な親会社の状況 

議決権の過半数を有する株主としては、柏崎市は当社の株式を４０６株（出資比率６７． 

６６％）保有しております。 

イ 子会社の状況 

    該当事項はありません。 

 

⑽ 株式に関する事項 

ア 発行済株式の総数           普通株式  ６００株 

イ 株主数                            ９名 

ウ 株主 

株 主 名 所有株式数（株） 

柏崎市 ４０６ 

株式会社ＩＮＰＥＸ ６０ 

パシフィックパワー株式会社 ６０ 

石油資源開発株式会社 ２０ 

北陸瓦斯株式会社 １８ 

株式会社植木組 １０ 

株式会社第四北越銀行 １０ 

株式会社ブルボン １０ 

柏崎信用金庫 ６ 

 

⑾ 会社役員に関する事項（令和６（２０２４）年３月３１日現在） 

取締役及び監査役の氏名等 

氏 名 地 位 重要な兼職の状況 

櫻井 雅浩 代表取締役社長 柏崎市長 

大野 晃司 代表取締役 パシフィックパワー株式会社 取締役 

西巻 康之 取締役 柏崎市副市長 

山本 剛 取締役 株式会社 INPEX 国内エネルギー事業本部 

事業企画ユニット ジェネラルマネージャー 

唐橋 英輔 監査役 北陸ガス株式会社  

柏崎支社長 兼 柏崎供給センター長 

 

２ その他重要な事項 

特記すべき事項はありません。 

                                                

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 
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決　算　報　告　書

3

5 4 1年 月 日

日6 3 31年 月

柏崎あい・あーるエナジー株式会社

新潟県柏崎市日石町2番1号

（ 第 期 ）

自

至

令和

令和
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負 債 の 部

科　　　　目 金　　　額

資 産 の 部

科　　　　目 金　　　額

円 円

柏崎あい・あーるエナジー株式会社

貸 借 対 照 表 令和  6 年  3 月 31 日現在

【         】 【 】【 】【         】 113,496,529流 動 資 産 流 動 負 債 860,625,646

83,970,305現 金 預 金 買 掛 金 12,808,614

26,466,274売 掛 金 未 払 金 19,770,632

2,000,000仮 払 金 未 払 法 人 税 等 6,760,400

1,017,974未 収 入 金 圧縮未決算特別勘定 821,286,000

41,976未 収 消 費 税

【 】【         】 790,025,195固 定 資 産 負 債 の 部 合 計 860,625,646

（ ）（            ） 788,700,000 純 資 産 の 部有 形 固 定 資 産

788,700,000建 設 仮 勘 定

【         】 【 】（ ）（            ） 891,195無 形 固 定 資 産 株 主 資 本 44,663,762

（       ） （ ）891,195ソ フ ト ウ エ ア 資 本 金 30,000,000

（ ）（                ） 434,000投資その他の資産 資 本 金 30,000,000

（           ） （ ）434,000長期繰延税金資産 利 益 剰 余 金 14,663,762

【 】【         】 1,767,684繰 延 資 産 その他利益剰余金 14,663,762

1,767,684工 事 負 担 金 　繰越利益剰余金 14,663,762

純 資 産 の 部 合 計 44,663,762

905,289,408資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計 905,289,408
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金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　　　　目

円

柏崎あい・あーるエナジー株式会社

損 益 計 算 書
自 令和  5 年  4 月  1 日

至 令和  6 年  3 月 31 日

【         】純 売 上 高

電 力 事 業 売 上 138,605,295 138,605,295

【         】売 上 原 価

託 送 料 28,918,030

調 達 費 47,975,982

再 エ ネ 納 付 金 4,260,069

電力事業間接原価 13,699,028

[ 製 ] 外 注 費 2,320,400

[ 製 ] 減 価 償 却 費 46,905

（ ）合 計 97,220,414 97,220,414

（ ）売 上 総 利 益 41,384,881

【                    】販売費及び一般管理費

外 注 費 17,940,000

通 信 費 225,867

会 議 費 5,564

地 代 家 賃 198,360

修 繕 費 601,800

租 税 公 課 822,990

荷 造 運 賃 1,404

支 払 手 数 料 457,170

諸 会 費 10,000 20,263,155

（ ）営 業 利 益 21,121,726

（ ）営 業 外 収 益 3,710,233

受 取 利 息 325

雑 収 入 3,709,908

（ ）経 常 利 益 24,831,959

（ ）税引前当期純利益 24,831,959

法人税、住民税及び事業税 6,115,749

法 人 税 等 調 整 額 ;434,000

（ ）当 期 純 利 益 19,150,210

23



柏
崎

あ
い

・
あ

ー
る

エ
ナ

ジ
ー

株
式

会
社

自
 
令

和
 
 
5
 
年

 
 
4
 
月

 
 
1
 
日

　
至

 
令

和
 
 
6
 
年

 
 
3
 
月

 
3
1
 
日

 
単

位
 
円

株
主

資
本

等
変

動
計

算
書

株
主

資
本

利
益

剰
余

金
そ
の

他
利

益
剰

余
金

純
資
産
合

計
合

計
株

主
資

本

合
計

利
益

剰
余

金
　
繰

越
利

益
剰

余
金

資
本

金

25
,5
13
,5

52
25

,5
13

,5
52

;4
,4
86

,4
48

;4
,4

86
,4

48
30
,0

00
,0
00

当
期

首
残

高
1

1

当
期

変
動

額
1

1

19
,1
50
,2

10
19

,1
50

,2
10

19
,1
50

,2
10

19
,1

50
,2

10
当

期
純

損
益

金
1

1

19
,1
50
,2

10
19

,1
50

,2
10

19
,1
50

,2
10

19
,1

50
,2

10
当

期
変

動
額

合
計

1
1

44
,6
63
,7

62
44

,6
63

,7
62

14
,6
63

,7
62

14
,6

63
,7

62
30
,0

00
,0
00

当
期

末
残

高
1

1

24



柏崎あい・あーるエナジー株式会社

個 別 注 記 表

自 令和  5 年  4 月  1 日

至 令和  6 年  3 月 31 日

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　①消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

Ⅱ. 株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当該事業年度の末日における発行済株式の数 600株

Ⅲ. 一株当たり情報に関する注記
１．一株当たりの純資産額 74,439円60銭
２．一株当たりの当期純利益額 31,917円01銭

Ⅳ. その他の注記
１．関係会社に対する金銭債権・債務
　①短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 26,049,111円　
　①短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 19,758,465円
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